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研究テーマ（発表タイトル） 

なぜ下請け企業は BtoC への拡張を行うのか 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

 近年、下請け事業を行う中小企業（以下、下請け企業）のなかで BtoC 向けの商品を製造する動きがあることを知り、なぜ

このような動きがあるのか、どのような目的を持っているか疑問に思い調査を行うこととした。 

下請け企業にとって BtoC への拡張は企業戦略として有効性があるのかについて考察する。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 日本の企業数は 1990 年代からバブル崩壊やリーマンショックなどの影響により徐々に減少している。2016 年の企業数は 359

万社でそのうちの 358 万社は中小企業である。中小規模の企業は下請け仕事の割合が多く業績が親会社の経営状態に大き

く左右されてしまう。そのため、下請け企業のなかで親会社に左右されないよう新たな道を模索する動きがある。 

 中小企業庁へのヒアリングによると BtoC への拡張は需要の変容や産業構造が変化していく中で継続して成長するために新市

場の開拓や新たな事業の展開に取り組んでいくことが重要として評価している。 

３．研究テーマの課題 

【第一調査での課題】 

課題 1：BtoC 向けの商品へ拡張することはどのような目的や効果を持つのかを明確にしなければならない 

課題 2：BtoC 向けの製品に拡張する際のボトルネックはどのように分類されていくか 

【第二調査での課題】 

課題：第一調査で BtoC 向け商品への拡張は多角化戦略として有効性が低いという結果が考えられた。しかし、なぜ企業は高

いリスクやマーケティングノウハウがない中で BtoC へ拡張するのかという新たな疑問が浮かび上がった。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

【第一調査での課題】 

課題 1：下請け企業の BtoC 向け商品への拡張をアンゾフの成長マトリクスの多角化戦略に当てはめて考える。 

課題 2：ヒヤリング先企業の回答を元に多角化戦略として有効性があるかタイプ分けしながら判断した。 

【第二調査での課題】 

課題：多角化という制動的な観点からでなく別の方向性を模索するべく新たにヒヤリング項目を追加し再調査を行った。その結



果、BtoC を行うこと際のプロセスによってもたらされるオーバーエクステンション理論と似た効果を狙ったものがあると考えられ、その

効果は、拡張先の BtoC ではなく本業の下請け仕事へ立ち返ることからアンゾフの成長マトリクスで考えると市場浸透を目的とす

る要素が強いのではないかと考える。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

【ヒヤリング調査】 

―企業― 

ネハントウキョウ（旧：馬居化成株式会社）、名古屋木材株式会社、株式会社スタジオ・ノア、丸菱工業株式会社 

株式会社エムエス製作所、株式会社鳥越樹脂工業、東洋金属株式会社、株式会社野口ガラス、株式会社メカニカルデザイン 

株式会社三河スター、有限会社ダイテック、株式会社亀井製作所、玉川窯業株式会社、株式会社 GS クラフト 

能勢鋼材株式会社、有限会社志村プレス、ラピス株式会社、共和産業株式会社、竹野株式会社、株式会社オークマ塗装 

東洋スチール株式会社、田中金属製作所、株式会社澤田商店    

 

―地方公共団体、中小企業支援団体― 

中小企業庁、愛知中小企業家同友会、愛知県経済産業局産業部産業振興課基盤産業グループ愛知ブランド 

中部経済産業局、東大阪市役所経済部モノづくり支援室、岡崎商工会議所 

（順不同） 

６．結果や今後の取り組み 

 私たちの調査では、下請け企業の BtoC 向け製品への拡張は、アンゾフの成長マトリクスから多角化という戦略の面で判断をし

たとき、多角化がもつ戦略の競争優位が獲得できていない。そこで、下請け企業は BtoC への拡張でなにを実現しようとしている

か追加調査した際にオーバーエクステンションに類似した効果を持ち、本業である下請け仕事のほうへ立ち返るため成長ベクトル

は市場浸透へ向いていると考える。 
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